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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　処理対象に含有されている有機ハロゲン化合物を分解する有機ハロゲン化合物の分解方
法であって、
　嫌気性微生物による前記有機ハロゲン化合物の分解を促進する促進剤を前記処理対象に
注入し、当該嫌気性微生物により当該有機ハロゲン化合物中のハロゲン元素の一部を非ハ
ロゲン元素に置換させる嫌気性脱ハロゲン化工程と、
　前記嫌気性脱ハロゲン化工程の後に、前記処理対象に注入された前記促進剤を回収する
回収工程と、
　前記回収工程の後に、酸化剤を前記処理対象に注入し、前記有機ハロゲン化合物を酸化
分解する酸化分解工程と、
　を含む有機ハロゲン化合物の分解方法。
【請求項２】
　前記処理対象は土壌であり、
　前記回収工程において、前記土壌に設置した井戸を介して当該土壌から揚水を行う、
　請求項１に記載の有機ハロゲン化合物の分解方法。
【請求項３】
　前記回収工程において、前記井戸を介して、前記土壌から揚水を行うと共に、当該揚水
量よりも少ない量の注水を行う、
　請求項２に記載の有機ハロゲン化合物の分解方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機ハロゲン化合物の分解方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ＰＣＥ（テトラクロロエチレン）やＴＣＥ（トリクロロエチレン）等の有機ハロ
ゲン化合物によって汚染された土壌や地下水等を浄化するための各種浄化方法が提案され
ている。
【０００３】
　有機ハロゲン化合物の分解方法の一つとして、過硫酸塩や過酸化水素等の酸化剤を用い
た酸化分解法（化学的酸化分解処理）がある。この方法は反応性が高く、即効性がある。
特に、低分子量の有機ハロゲン化合物の分解に優れている。例えば酸化分解法によってＰ
ＣＥ、ＴＣＥ、ｃｉｓ－１，２－ＤＣＥ（ジクロロエチレン）、及び塩化ビニルを分解す
る場合、その効率は塩化ビニル＞ｃｉｓ－１，２－ＤＣＥ＞ＴＣＥ＞ＰＣＥの順に高い。
すなわち、酸化分解法は塩化ビニルやｃｉｓ－１，２－ＤＣＥの如き低分子量の有機ハロ
ゲン化合物の浄化には適しているが、ＰＣＥやＴＣＥのような高分子量の有機ハロゲン化
合物の浄化には好適とはいえない。また、浄化対象の地盤中の有機物濃度が高い場合には
、大量の酸化剤が必要となり、効率は低下する。
【０００４】
　また、有機ハロゲン化合物の他の分解方法として、嫌気性バイオスティミュレーション
が近年、実施されている。本方法は、各種有機物や栄養塩の適用により、地盤中に存在す
るDehalococcoides属菌を代表とする有機ハロゲン分解菌を増加させる方法である。この
有機ハロゲン分解菌により、汚染物質が脱塩素化されて無害な物質（エチレン）にまで還
元される。この嫌気性バイオスティミュレーションによってＰＣＥ、ＴＣＥ、ｃｉｓ－１
，２－ＤＣＥ（ジクロロエチレン）、及び塩化ビニルを分解する場合、その効率はＰＣＥ
＞ＴＣＥ＞ｃｉｓ－１，２－ＤＣＥ＞塩化ビニルの順に高い。すなわち、ＰＣＥやＴＣＥ
のような高分子量の有機ハロゲン化合物の浄化に好適であり、地盤中のＰＣＥやＴＣＥか
らｃｉｓ－１，２－ＤＣＥや塩化ビニルまでの脱塩素化は速やかに進む。しかし、塩化ビ
ニルから後の脱塩素化が進まず、より有害な塩化ビニルの地盤中への蓄積が懸念されるた
め、これをさらに他の方法で浄化する必要がある。
【０００５】
　例えば、嫌気性バイオスティミュレーションの具体例として、汚染土壌に含まれる有機
塩素化合物を微生物により処理する有機塩素化合物汚染土壌の微生物処理方法が提案され
ている。この方法では、有機塩素化合物汚染土壌を、嫌気性微生物と好気性微生物とを充
填した密閉容器内に導入し、まず嫌気性微生物のみが活発に活動できるように密閉容器内
の環境条件を調節して嫌気性微生物による嫌気的脱塩素処理を行うことで有機塩素化合物
の塩素化度を低減させ、続いて好気性微生物のみが活発に活動できるように密閉容器内の
環境条件を調節して好気性微生物により好気性分解処理を行うことで低塩素化有機化合物
を分解させる（例えば、特許文献１）。
【０００６】
　また、上述の嫌気性微生物による嫌気的脱塩素処理において、嫌気性微生物の栄養源と
して水素と二酸化炭素とを反応系に導入することにより、嫌気的環境から好気的環境に移
行する際、水素や二酸化炭素を栄養源として利用できない好気性雑菌の増殖を抑制し、低
塩素化有機化合物を分解する特定の好気性微生物のみを選択的に増殖させる、汚染土壌等
の修復方法も提案されている（例えば、特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第３１７６８４９号公報
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【特許文献２】特開２００４－１３０１６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ところで、特許文献１や特許文献２に記載の如き従来の方法において、好気性分解処理
に代えて、酸化剤を用いて有機化合物を酸化分解するフェントン法等の化学的酸化分解処
理を嫌気的脱塩素処理の後に行う方法も考えられる。しかしながら、上述のような従来の
嫌気的脱塩素処理では、汚染土壌において嫌気性環境を実現するために使用される薬剤（
例えば酵母抽出物質や高級脂肪酸エステル等の有機物）が嫌気的処理の後に残存していた
。その結果、嫌気的脱塩素処理の後に化学的酸化分解処理を行う場合、処理対象の有機塩
素化合物に加えて残存薬剤の分解にも酸化剤が消費されることとなるため、本来の処理対
象である有機塩素化合物の処理効率の低下を招いていた。
【０００９】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、嫌気性脱ハロゲン化工程の後に行われ
る酸化分解工程に用いる酸化剤の消費量を低減することができる、有機ハロゲン化合物の
分解方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、請求項１に記載の有機ハロゲン化合物
の分解方法は、処理対象に含有されている有機ハロゲン化合物を分解する有機ハロゲン化
合物の分解方法であって、嫌気性微生物による前記有機ハロゲン化合物の分解を促進する
促進剤を前記処理対象に注入し、当該嫌気性微生物により当該有機ハロゲン化合物中のハ
ロゲン元素の一部を非ハロゲン元素に置換させる嫌気性脱ハロゲン化工程と、前記嫌気性
脱ハロゲン化工程の後に、前記処理対象に注入された前記促進剤を回収する回収工程と、
前記回収工程の後に、酸化剤を前記処理対象に注入し、前記有機ハロゲン化合物を酸化分
解する酸化分解工程と、を含む。
【００１１】
　また、請求項２に記載の有機ハロゲン化合物の分解方法は、請求項１に記載の有機ハロ
ゲン化合物の分解方法において、前記処理対象は土壌であり、前記回収工程において、前
記土壌に設置した井戸を介して当該土壌から揚水を行う。
【００１２】
　また、請求項３に記載の有機ハロゲン化合物の分解方法は、請求項２に記載の有機ハロ
ゲン化合物の分解方法において、前記回収工程において、前記井戸を介して、前記土壌か
ら揚水を行うと共に、当該揚水量よりも少ない量の注水を行う。
【発明の効果】
【００１３】
　請求項１に係る有機ハロゲン化合物の分解方法によれば、嫌気性微生物による有機ハロ
ゲン化合物の分解を促進する促進剤を処理対象に注入し、当該嫌気性微生物により有機ハ
ロゲン化合物中のハロゲン元素の一部を非ハロゲン元素に置換させる嫌気性脱ハロゲン化
工程の後に、処理対象に注入された促進剤を回収するので、その後の酸化分解工程におい
て、促進剤の分解に酸化剤が消費されることを防止でき、必要となる酸化剤の量を大きく
低減することができる。
【００１４】
　また、請求項２に係る有機ハロゲン化合物の分解方法によれば、処理対象は土壌であり
、回収工程において、土壌に設置した井戸を介して当該土壌から揚水を行うので、土壌中
に溶出した促進剤を井戸を介して回収することができ、土壌における有機ハロゲン化合物
の分解に必要となる酸化剤の量を大きく低減することができる。
【００１５】
　また、請求項３に係る有機ハロゲン化合物の分解方法によれば、回収工程において、井
戸を介して、土壌から揚水を行うと共に、当該揚水量よりも少ない量の注水を行うので、
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揚水及び注水を繰り返すことにより、土壌に残存する促進剤を洗浄し、促進剤の回収率を
向上することができる。また、揚水だけではなく注水を行うことで、地盤沈下を防止する
ことができる。また、揚水量よりも注水量を少なくすることで、処理対象の土壌から周辺
の土壌に汚染物質が流出することを防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本願発明者等が提案した井戸の設置方法を用いて設置した井戸の概要図である。
【図２】地下に設置された井戸の断面図である。
【図３】内管の内部を示す概略図である。
【図４】薬剤の注入や揚水又は注水を行う際の内管の内部を示す概略図である。
【図５】有機ハロゲン化合物の分解方法の流れを示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下に添付図面を参照して、この発明に係る有機ハロゲン化合物の分解方法の実施の形
態を詳細に説明する。ただし、実施の形態によって本発明が限定されるものではない。
【００１８】
（適用対象の概要）
　まず、本実施の形態に係る有機ハロゲン化合物の分解方法の適用対象について説明する
。本実施の形態に係る有機ハロゲン化合物の分解方法による処理対象としては、例えば有
機ハロゲン化合物により汚染された土壌や水が挙げられる。以下では、処理対象が土壌で
ある場合を例として説明する。
【００１９】
　処理対象である土壌に含有されている有機ハロゲン化合物を本実施の形態に係る有機ハ
ロゲン化合物の分解方法により分解する場合、土壌に設置した井戸を介して、必要な薬剤
の注入、揚水、及び／又は注水等を行う。特に、既存構造物下に井戸を設置し、地盤沈下
を抑制しつつ揚注水を行うためには、例えば本願発明者等が提案した井戸の設置方法（特
願２００９－２５２９４５号。ただし本願出願時において未公開）を用いることが有効で
ある。
【００２０】
　ここで、上述の井戸の設置方法を用いて設置した井戸の概略を説明する。図１は、上述
の井戸の設置方法を用いて設置した井戸の概要図である。図１に示すように、既存構造物
１の地下の所定深度において、有機ハロゲン化合物による汚染範囲に対応して複数の揚注
水対象位置が設定されている。本実施の形態では、既存構造物１の近傍の地盤２に竪穴３
が配置され、揚注水対象位置を貫通するように当該竪穴３から略水平方向に井戸４が設置
される。これにより、既存構造物１と干渉することなく、当該既存構造物１の地下に井戸
４を設置することができる。なお、図１では竪穴３に１本の井戸４のみが設置された状態
を例示しているが、当該竪穴３に複数本の井戸４を設置してもよい。この場合、共通の竪
穴３から複数本の井戸４を同一又は異なる深度に相互に並行に設置してもよく、あるいは
共通の竪穴３から放射状に井戸４を設置してもよい。なお、井戸４は揚水を行うための揚
水井戸、及び／又は薬剤の注入や注水等を行うための注水井戸として使用される。
【００２１】
　図２は地下に設置された井戸４の断面図である。図２に示すように、地下に掘削された
横穴５に内管６が配置されている。この内管６は、内管孔６ａ、及び膨張部材６ｂを備え
ている。内管孔６ａは、内管６の管壁を貫通するように形成された孔部であり、例えば内
管６の軸方向にそって所定間隔にて形成されている。この内管孔６ａを介して地下水の揚
水や薬液の注入等を行うことができる。この内管孔６ａは、例えば複数の小径孔を並設す
ることで形成されるが、その他の任意の形状とすることができ、例えば図２に示すように
内管孔６ａをメッシュ状に形成することもできる。なお、内管孔６ａを例えば礫石、豆砂
利、珪砂、砂等によって形成されたフィルター層で覆うことにより、水や薬液等の液体の
みを透過させるようにしてもよい。膨張部材６ｂは、水潤により膨張するものであって、
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内管６の外面における内管孔６ａの周囲に配設される。例えば、膨張部材６ｂは、図２に
示すように内管孔６ａを挟んで当該内管６の管軸方向に沿って並ぶ２位置の各々に配設さ
れる。なお、膨張部材６ｂの具体的な構成は任意で、例えばナイスシール（株式会社神谷
製作所社製）（アクリル酸塩・ビニルアルコール共重合体、スチレン・ブタジエン・ゴム
）、アクアケルシーラー（王子ゴム化成株式会社製）（合成ゴムと特殊高吸水性樹脂とで
構成された加硫ゴム系水膨張性ゴム止水材）等を用いることができる。また、膨張部材６
ｂの相互間の空間部であって内管孔６ａが位置していない止水対象空間部７には、止水材
８が充填されている。
【００２２】
　図３は、内管６の内部を示す概略図である。図３に示すように、内管６の内部には複数
のパッカー袋９、パッカー管１０、及び揚注水管１１が挿入される。パッカー袋９は、気
体又は液体を注入することで膨張する袋体であり、例えば膨縮自在なゴム等の弾性素材を
用いて形成される。パッカー管１０は、パッカー袋９の内部に液体又は気体を注入又は排
出するための配管であり、各パッカー袋９に接続されている。揚注水管１１は、内管６の
内部において薬剤の注入や揚水又は注水を行うための管であり、当該揚注水管１１の管壁
を貫通するように形成された揚注水孔１１ａを有している。揚注水管１１の管軸方向に沿
って揚注水孔１１ａを挟む位置に、一対のパッカー袋９が配設される。これらのパッカー
袋９、パッカー管１０、及び揚注水管１１は、内管６の内部において当該内管６の管軸方
向に沿った任意の位置に挿入される。
【００２３】
　図４は薬剤の注入や揚水又は注水を行う際の内管６の内部を示す概略図である。薬剤の
注入や揚水及び又は注水を行う場合は、地盤２における所望の揚注水対象位置に対応する
内管６の内管孔６ａ（図４中のＡ）に対応する位置に、パッカー袋９の相互間に形成され
る揚注水空間部と揚注水孔１１ａとが配置されるように、パッカー袋９及び揚注水管１１
を移動させる。続いて、パッカー管１０から気体又は液体を内管孔６ａの両側のパッカー
袋９に注入し、各パッカー袋９を膨張させる。これにより、揚注水孔１１ａの周囲におけ
る揚注水管１１と内管６との相互間の空間部がパッカー袋９によって塞がれる。従って、
地盤２における所望の揚注水対象位置において、内管孔６ａ及び揚注水孔１１ａから揚注
水管１１を介して薬剤の注入や揚注水を行うことが可能となる。
【００２４】
（有機ハロゲン化合物の分解方法）
　次に、有機ハロゲン化合物の分解方法について説明する。図５は有機ハロゲン化合物の
分解方法の流れを示した図である。図５に示すように、有機ハロゲン化合物の分解方法に
おいては、「嫌気性脱ハロゲン化工程」、「回収工程」、及び「酸化分解工程」が順次実
施される。以下、これらの各工程について説明する。なお、図５に示すように本実施の形
態では有機ハロゲン化合物としてＰＣＥ（テトラクロロエチレン）を分解する場合につい
て説明するが、他の有機ハロゲン化合物（例えば、トリクロロエチレン等の揮発性有機化
合物、フロン、ポリ塩化ビフェニル、ＤＤＴ等）を分解する場合についても同様である。
【００２５】
（有機ハロゲン化合物の分解方法－嫌気性脱ハロゲン化工程）
　嫌気性脱ハロゲン化工程は、嫌気性微生物による有機ハロゲン化合物の分解を促進する
促進剤を土壌に注入し、当該嫌気性微生物により有機ハロゲン化合物中のハロゲン元素の
一部を非ハロゲン元素に置換させる工程である。
【００２６】
　すなわち、まず井戸４を介して処理対象の土壌に主として易生分解性の有機物からなる
促進剤を注入する。例えば、ポリ乳酸エステル、酵母抽出物質、高級脂肪酸エステル等の
有機物が促進剤として用いられる。土壌に促進剤が注入されると、溶出した促進剤が土壌
中の微生物によって分解されることにより水素が発生し、嫌気性環境となる。これにより
当該水素を栄養源とする嫌気性微生物が増殖する。この嫌気性微生物により、ハロゲン数
の多い有機ハロゲン化合物から炭素とハロゲンとの結合が切断され、当該有機ハロゲン化
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合物中のハロゲン元素の一部が非ハロゲン元素に置換される。
【００２７】
　図５の例では、ＰＣＥにおける塩素が水素に置換されることでＴＣＥ（トリクロロエチ
レン）へと脱塩素化され、さらにｃｉｓ－１，２－ＤＣＥ（ジクロロエチレン）まで脱塩
素化が進行する。
【００２８】
（有機ハロゲン化合物の分解方法－回収工程）
　回収工程は、処理対象に注入された促進剤を回収する工程であり、嫌気性脱ハロゲン化
工程の後に実施される。なお、上述の嫌気性脱ハロゲン化工程においては、ＰＣＥがｃｉ
ｓ－１，２－ＤＣＥ（ジクロロエチレン）まで脱塩素化された後は嫌気性微生物による分
解効率が低下し、以降の脱塩素化に要する時間が長くなる。そこで、ＰＣＥがｃｉｓ－１
，２－ＤＣＥ（ジクロロエチレン）まで脱塩素化されたタイミングで回収工程を実施する
。この回収工程においては、井戸４を介して、土壌から揚水を行うと共に、当該揚水量よ
りも少ない量の注水を行う。
【００２９】
　すなわち、まず井戸４を介して処理対象の土壌から揚水を行う。これにより、前工程で
ある嫌気性脱ハロゲン化工程で土壌に溶出した後に微生物に消費されていない促進剤を当
該土壌から回収する。
【００３０】
　また、土壌から揚水を行うと共に、当該揚水量よりも少ない量の注水を行う。この揚水
及び注水を繰り返すことにより、土壌に残存する促進剤を洗浄し、促進剤の回収率を向上
することができる。また、揚水だけではなく注水を行うことで、地盤沈下を防止すること
ができる。また、揚水量よりも注水量を少なくすることで、処理対象の土壌から周辺の土
壌に汚染物質が流出することを防止することができる。
【００３１】
（有機ハロゲン化合物の分解方法－酸化分解工程）
　酸化分解工程は、酸化剤を処理対象に注入し、有機ハロゲン化合物を酸化分解する工程
であり、回収工程の後に実施される。
【００３２】
　まず、井戸４を介して処理対象の土壌に酸化剤を注入する。酸化剤としては、過酸化水
素、フェントン試薬、過硫酸塩、過マンガン酸、過炭酸塩等が用いられる。酸化剤の注入
によって処理対象の土壌内にヒドロキシラジカルが生成されると、当該ヒドロキシラジカ
ルによって、処理対象の土壌中に存在するｃｉｓ－１，２－ＤＣＥが、Ｖｉｎｙｌ　Ｃｈ
ｌｏｒｉｄｅ（塩化ビニルモノマー）から、エチレン、エタン、二酸化炭素、水、塩素ま
で急速に酸化分解される。これにより、有機ハロゲン化合物の分解が完了する。また、嫌
気性脱ハロゲン化工程において副次的に発生したメタンや二硫化炭素等の悪臭物質も、酸
化剤の注入によって分解される。
【００３３】
　ここで、前工程の回収工程において、嫌気性脱ハロゲン化工程で用いられた促進剤が回
収されているため、促進剤の分解に酸化剤が消費されることがなく、効率的に有機ハロゲ
ン化合物の分解を行うことができる。
【００３４】
　例えば、嫌気性脱ハロゲン化工程において促進剤としてプロピオン酸ナトリウムが土壌
に注入された場合に、回収工程にて当該プロピオン酸ナトリウムを回収した場合と回収し
ない場合とにおいて酸化剤として用いられる過酸化水素の消費量の差異について説明する
。
【００３５】
　プロピオン酸ナトリウム１ｍｏｌを分解するためには、酸化剤として過酸化水素１３ｍ
ｏｌが必要である。嫌気性脱ハロゲン化工程では、土壌中の地下水における濃度が１００
ｍｇ／Ｌから３０００ｍｇ／Ｌとなるようにプロピオン酸ナトリウムが注入される。そこ



(7) JP 5386397 B2 2014.1.15

10

20

30

40

50

で、回収工程においてプロピオン酸ナトリウムを回収しない場合、土壌中の地下水に濃度
１００ｍｇ／Ｌのプロピオン酸ナトリウムが残存していると仮定する。プロピオン酸ナト
リウムの分子量は９６であるので、地下水１Ｌ当りのプロピオン酸ナトリウムのｍｏｌ数
は０．００１０４ｍｏｌである。従って、このプロピオン酸ナトリウムを分解することで
消費される過酸化水素は、０．００１０４×１３＝０．０１３５ｍｏｌである。過酸化水
素の分子量は３４であるので、地下水１Ｌ当りのプロピオン酸ナトリウムの分解に消費さ
れる過酸化水素の質量は０．０１３４×３４＝０．４６０ｇとなる。すなわち、例えば３
５％濃度の過酸化水素を用いる場合、地下水１ｍ３に含まれるプロピオン酸ナトリウムの
分解に消費される過酸化水素は１．３１５ｋｇとなる。但し、これは理論量であり、実際
の工程ではこの５から１０倍程度の過酸化水素が必要となることから、７ｋｇから１３ｋ
ｇ程度もの過酸化水素が、地下水１ｍ３に含まれるプロピオン酸ナトリウムの分解に消費
されることとなる。すなわち、回収工程においてプロピオン酸ナトリウムを回収し、土壌
中の地下水におけるプロピオン酸ナトリウムの濃度を例えば１００ｍｇ／Ｌ低下させるこ
とで、過酸化水素（３５％濃度）の消費量を約１０ｋｇ程度削減することができる。
【００３６】
　なお、酸化分解工程において分解対象となるｃｉｓ－１，２－ＤＣＥを１ｍｏｌ分解す
るためには、酸化剤の過酸化水素が４ｍｏｌ必要である。ここで、回収工程後に例えば１
０ｍｇ／Ｌのｃｉｓ－１，２－ＤＣＥが土壌中に残存していると仮定する。ｃｉｓ－１，
２－ＤＣＥの分子量は９７であるので、地下水１Ｌ当りのｃｉｓ－１，２－ＤＣＥのｍｏ
ｌ数は０．０００１０３ｍｏｌである。従って、このｃｉｓ－１，２－ＤＣＥを分解する
ために必要な過酸化水素は、０．０００１０３×４＝０．０００４１２ｍｏｌである。過
酸化水素の分子量は３４であるので、地下水１Ｌ当りのｃｉｓ－１，２－ＤＣＥの分解に
必要な過酸化水素の質量は０．０００４１２×３４＝０．００１４０ｇとなる。すなわち
、例えば３５％濃度の過酸化水素を用いる場合、地下水１ｍ３に含まれるｃｉｓ－１，２
－ＤＣＥの分解に必要な過酸化水素は０．０４０１ｋｇとなる。但し、これは理論量であ
り、実際の工程ではこの５から２０倍程度の過酸化水素が必要となることから、０．２ｋ
ｇから１．０ｋｇ程度の過酸化水素が、地下水１ｍ３に含まれるｃｉｓ－１，２－ＤＣＥ
の分解に必要となる。この量は、回収工程を行わない場合に残存した促進剤プロピオン酸
ナトリウムの分解に消費される量と比較すると非常に小さい。すなわち、回収工程におい
て促進剤を回収することにより、全工程を通じて必要となる過酸化水素の量を大きく低減
することができ、土壌の浄化処理に必要なコストを低減することができる。
【００３７】
（実施の形態の効果）
　このように実施の形態によれば、嫌気性微生物による有機ハロゲン化合物の分解を促進
する促進剤を処理対象に注入し、当該嫌気性微生物により有機ハロゲン化合物中のハロゲ
ン元素の一部を非ハロゲン元素に置換させる嫌気性脱ハロゲン化工程の後に、処理対象に
注入された促進剤を回収するので、その後の酸化分解工程において、促進剤の分解に酸化
剤が消費されることを防止でき、必要となる酸化剤の量を大きく低減することができる。
【００３８】
　また、処理対象は土壌であり、回収工程において、土壌に設置した井戸４を介して当該
土壌から揚水を行うので、土壌中に溶出した促進剤を井戸４を介して回収することができ
、土壌における有機ハロゲン化合物の分解に必要となる酸化剤の量を大きく低減すること
ができる。
【００３９】
　特に、回収工程において、井戸４を介して、土壌から揚水を行うと共に、当該揚水量よ
りも少ない量の注水を行うので、揚水及び注水を繰り返すことにより、土壌に残存する促
進剤を洗浄し、促進剤の回収率を向上することができる。また、揚水だけではなく注水を
行うことで、地盤沈下を防止することができる。また、揚水量よりも注水量を少なくする
ことで、処理対象の土壌から周辺の土壌に汚染物質が流出することを防止することができ
る。
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【００４０】
〔実施の形態に対する変形例〕
　以上、本発明に係る実施の形態について説明したが、本発明の具体的な構成及び手段は
、特許請求の範囲に記載した各発明の技術的思想の範囲内において、任意に改変及び改良
することができる。以下、このような変形例について説明する。
【００４１】
（解決しようとする課題や発明の効果について）
　まず、発明が解決しようとする課題や発明の効果は、前記した内容に限定されるもので
はなく、本発明によって、前記に記載されていない課題を解決したり、前記に記載されて
いない効果を奏することもでき、また、記載されている課題の一部のみを解決したり、記
載されている効果の一部のみを奏することがある。
【００４２】
（井戸について）
　上述の実施の形態では、井戸４の設置について本願発明者等が提案した井戸の設置方法
を用いる場合を例として説明したが、他の設置方法を用いることとしてもよい。例えば、
斜めボーリングや、既存構造物１の周辺に設置された竪穴からの水平ボーリング等の従来
工法を用いてもよい。
【００４３】
　また、井戸４を用いずに有機ハロゲン化合物の分解方法の各工程を実施してもよい。例
えば、掘削した汚染土壌を処理容器に収容し、当該処理容器内で上述した有機ハロゲン化
合物の分解方法の各工程を行うようにしてもよい。
【００４４】
（回収工程について）
　上述の実施の形態では、回収工程において、井戸４を介して、土壌から揚水を行うと共
に、当該揚水量よりも少ない量の注水を行うと説明したが、注水は行なわずに揚水のみを
行うこととしてもよい。
【符号の説明】
【００４５】
　１　既存構造物
　２　地盤
　３　竪穴
　４　井戸
　５　横穴
　６　内管
　６ａ　内管孔
　６ｂ　膨張部材
　７　止水対象空間部
　８　止水材
　９　パッカー袋
　１０　パッカー管
　１１　揚注水管
　１１ａ　揚注水孔
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